
2020 年度 第２回業務委員会次第 

一般社団法人 日本コミュニティーガス協会 

 

日 時   ２０２０年７月８日（木）  

場 所   新型コロナウィルス感染防止対策として書面開催 

         

Ⅰ 委員会規定事項 

 （１）委員改選期に伴う委員長等の選出について⇒後日書面で、お諮りいたします 

 

Ⅱ 報告事項 

 １．委員報告 

 （１）委員（支部状況等）報告                 

 ２．事務局報告 

 （１）コロナウィルス感染拡大防止に係る諸対応について       資料１ 

   ① 行政及び協会の対応 

   ② 事業者の対応 

 （２）経過措置料金規制指定団地の指定解除について       資料２ 

 （３）標準係数の改定について                 資料３ 

 （４）特別な事後監視について                 資料４ 

 （５）収益認識基準について                  資料５ 

 （６）「Ｑ＆Ａ」第１ステップ⇒定期報告書類チェックシート(案） 資料６ 

 （７）コラボ関係                       資料７ 

 （８）事業用原料の需給・価格動向等について          資料８ 

 

 （参考） 

・コミュニティーガス販売動向について           資料９ 

・ガス生産動態統計の概況（2020 年 3・4 月）   資料 10 

Ⅲ その他 

 

 

＜次回当初予定＞  開催方法につき検討中。 

2020 年度 第３回業務委員会地方開催 

  日時 2020 年 10 月 8 日（木）～9 日（金） 

  場所 広島県広島市 

以 上 



2020 年度 第２回業務委員会報告（概要） 

一般社団法人 日本コミュニティーガス協会 

日 時   ２０２０年７月８日（木）  

場 所   新型コロナウィルス感染防止対策として書面開催 

Ⅰ 委員会規定事項 

 （１）委員改選期に伴う委員長等の選出について⇒対応策を意見交換会で確認 

Ⅱ 報告事項 

 １．委員報告  

 （１）委員（支部状況等）報告                 

 ２．事務局報告  

 （１）コロナウィルス感染拡大防止に係る諸対応について         資料１ 

   ① 行政及び協会の対応（資料 1-1 参照） 

   ② 事業者の対応   （資料 1-2 参照） 

 （２）経過措置料金規制指定団地の指定解除について         資料２ 

    12 月 1 日解除候補につきパブコメ実施中。 

    特別な事後監視が終了した団地につき確認中。 

 （３）標準係数の改定について                   資料３ 

    パブコメ期間終了。公示に向け省内手続き中。 

 （４）特別な事後監視について                   資料４ 

    2019 年 12 月期の結果報告で１件指摘有り。 

 （５）収益認識基準について                    資料５ 

    現在アンケートを集計中。全会員に回答していただくよう、支部に依頼 

 （６）「Ｑ＆Ａ」第１ステップ⇒定期報告書類チェックシート（案）   資料６ 

    問題が無ければ協会ＨＰに掲載。 

（７）コラボ関係                         資料７ 

   2020 年度エネファーム補助金ご利用ガイド 

   「台所・お風呂の川柳」締切（7/15）迫る。 

   「親子クッキングコンテスト」は中止。代替案調整中。 

（８）事業用原料の需給・価格動向等について            資料８ 

   ENEOS グローブ㈱作成の資料参照。 

 （参考） 

・コミュニティーガス販売動向について              資料９ 

・ガス生産動態統計の概況（2020 年 3・4 月）           資料 10 

Ⅲ その他 

＜次回当初予定＞ 意見交換会において検討。 

2020 年度 第３回業務委員会地方開催 

  日時 2020 年 10 月 8 日（木）～9 日（金） 

  場所 広島県広島市 

以 上 



技術委員会資料No.2

2020年7月8日

（一社）日本コミュニティーガス協会

2月4日

2月7日
資源エネルギー庁から感染症対策チラシ等について会員事業者向けに周知

依頼あり。
左記周知依頼を協会HPに掲載し、周知

2月10日
資源エネルギー庁より中国における新型コロナウィルスに関する注意喚起

あり。
左記注意喚起を協会HPに掲載し、周知。

2月18日

2月25日
政府の「新型コロナウイルス感染症対策本部」が開催され、新型コロナウ

イルス感染症対策の基本方針が決定された。
会長を本部長として対策本部を設置

2月26日
政府の基本方針を受けて３月開催予定の本部理事会・常任理事会・各委員

会の中止を決定

2月27日
協会本部にてフレックスタイム制（時差出勤）を導入するとともに、支部

に対しては3月開催の講習会の延期を助言。

3月2日 全国の小中高校、特別支援校に対して休業要請を発出

3月5日 経済産業省が事業者の支援策を公表 左記支援策を協会HPに掲載し、周知。

3月14日
新型インフルエンザ等対策特別措置法の一部を改正する法案が国会で可

決・施行。

3月19日 経済産業省よりガス料金の支払い等に係る要請が発出。 左記要請を協会HPに掲載し、周知。

3月28日
政府の「新型コロナウイルス感染症対策本部」が開催され、新型コロナウ

イルス感染症対策の基本的対処方針が決定された。

東京、神奈川、埼玉、千葉、大阪、兵庫、福岡の７都府県に緊急事態宣

言。

経済産業省よりガス事業者に対してガス料金の支払いが困難な需要家に対

する料金支払いの猶予等、柔軟な対応を行うよう要請あり。

4月10日 消費機器調査等に係る省令が改正される。

4月16日 緊急事態宣言を全国に拡大。

4月23日
資源エネルギー庁よりコロナ感染症対策に関する政府のポータルサイト開

設の周知あり。
左記周知内容を協会HPに掲載し、周知。

5月7日 厚生労働省が「新しい生活様式」を公表

5月13日
経済産業省が、ガス事業者による料金の支払いの猶予等の柔軟な対応を図

るべく、託送供給約款等について、講じていた特例措置を延長を認可。
左記周知内容を協会HPに掲載し、周知。

5月14日
北海道・東京・埼玉・千葉・神奈川・大阪・京都・兵庫の8つの都道府県を

除く、39県で緊急事態宣言を解除。

5月21日 大阪・京都・兵庫の３府県について、緊急事態宣言を解除。

5月25日 首都圏1都3県と北海道の緊急事態宣言を解除（全国で解除）。

5月27日
新型コロナウイルスの影響を踏まえた保安規程に基づく巡視・点検等の頻

度の緩和措置についての周知文書を協会HPに掲載し、周知。

5月28日

経済産業省より、ガス事業法に基づく手続（保安規制に関するものに限

る）について、インターネットから経済産業省への提出が可能となる簡易

申請フォームを設置し、６月１日（月）より運用を開始する旨のプレスリ

リースあり。

5月29日

「資産額報告書」「収支計算報告書」及び「部門別収支計算書」の報告期

限が令和２年５月３１日から7　月３１日までの間に到達する旧簡易ガスみ

なしガス小売事業者は、新型コロナウイルス感染症の影響により期限内に

報告することが困難な場合、それぞれの提出期限を３カ月延長することが

できるよう、省令が改正された。

6月1日 5/28経済産業省プレスリリース記事を協会HPに掲載し、周知。

6月2日 東京都が「東京アラート」を発令 5/29の省令改正を協会HPに掲載し、周知。

6月19日 都道府県を跨ぐ移動の自粛を緩和

6月26日
経済産業省より、新型コロナウイルスの影響を踏まえた措置について（昇

圧供給装置の点検に関する特例措置）の周知依頼有り。

7月3日 Web会議システム（Zoom)導入決定

新型コロナウィルスに係る諸対応について

4月7日

行政の対応 協会の対応

1/1
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1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 計 コミュガス協会

1 マスクの着用（社員・来訪者共） 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 19 〇

2 フェイスシールド着用(充填場) 〇 1 ○(会議用)

3 アルコール消毒 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 17 〇

4 手洗い、うがいの励行 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 10 ○

5-1 出社時の検温。 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 11

5-2 家族の検温。 〇 1

5-3 来訪者の検温。 〇 〇 2

6 定期的な換気。 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 11

7 リモート会議、ＴＶ会議、Web会議 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 12

8 在宅勤務 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ○ 〇 〇 14 〇

9 時差勤務（フレックス制活用）、直行・直帰 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 14 〇

10 ソーシャルディスタンス（フィジカルディスタンス）の確保 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 8

11 飛沫感染防止用のビニールカーテン、透明仕切り板設置 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 11

12 会議・研修・朝礼等の時間制限、自粛、人数制限 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ○ 〇 〇 10 〇

13 半数制等の交代勤務 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 7 〇

14 執務スペースの分散化（２・３グループ） 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ○ ○ 8

15 イベントの自粛・中止 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 12 〇

16 県外や特定地域への出張の原則禁止 〇 〇 〇 〇 〇 ○ ○ ○ 〇 〇 10 〇

17 来訪者との面会自粛 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 8

18 ガス関連法定業務（法定点検等）訪問の連絡、顧客承認の徹底。 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 7

19 長時間の屋内滞在を避ける（30分以内を目安）　※工事等は除く 〇 1

20 リフォームショールーム休業 〇 〇 ○ 3

21 業務車両の運転者を固定し、相乗りを禁止する。 〇 〇 2

22 休憩室の利用制限（ 3 密を避けた利用） ○ 〇 2

23 アルコールチェッカーの飲酒検査の停止 〇 1

24 お手洗いのジェットタオル禁止、ペーパータオルの使用 ○ 〇 〇 〇 〇 ○ ○ ○ 8 〇

25 会食や懇親会の自粛・3密になるような場所は控える。 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 8 〇

26 希望者に会社近くのホテル手配 ○ 1

27 感染者発生を想定した応援体制組織準備 ○ ○ 2

28 必要最低限の人数で班編成 ○ 1

29 定保の一時停止（特例承認申請にて対応） ○ 1

30 新規営業の自粛、新規業務検討中断 ○ ○ 2

31 公共交通機関での通勤を原則禁止（マイカー通勤） ○ ○ ○ ○ 4

32 積極営業の自粛 ○ ○ ○ ○ 4

33 ウィルス対応空気清浄機の設置 ○ ○ 2 〇

2020年7月8日

コミュニティーガス協会会員各社の新型コロナウィルス感染防止対策

アンケート回答

（一社）日本コミュニティーガス協会
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2017年4月
～2020年2月

2020年
6月1日

2020年
9月1日

2020年
12月1日

経過措置 経過措置 経過措置 経過措置

指定団地 指定団地 指定団地 指定団地

1 2.9% 0 0 2.1% 0 0 2.1% 0 0 2.1%
北海道 333 10 343 -4 1 332 7 339 0 332 7 339 0 332 7 339

▲ 4 5.9% 0.6% 4.6% 4.2% 8.3% 5.4% 0.6% 4.7% 0.0% 5.4% 0.6% 4.7% 0.0% 5.4% 0.6% 4.7%

88 13.3% 0 11 5.9% 0 11 5.9% 0 11 5.9%
東北 542 83 625 -14 0 575 36 611 0 575 36 611 0 575 36 611

▲ 1 9.6% 4.8% 8.5% 14.7% 0.0% 9.3% 3.2% 8.4% 0.0% 9.3% 3.2% 8.4% 0.0% 9.3% 3.3% 8.4%

266 34.3% 2 130 25.0% 3 133 24.8% 2 135 24.6%
関東 1,385 722 2,107 -31 4 1,558 518 2,076 3 1,561 515 2,076 4 1,565 511 2,076

▲ 7 24.5% 41.8% 28.6% 32.6% 33.3% 25.3% 46.0% 28.5% 25.0% 25.3% 46.2% 28.5% 18.2% 25.3% 46.8% 28.5%

124 28.9% 0 47 20.7% 1 48 20.6% 2 50 20.1%
中部 468 190 658 -11 1 513 134 647 1 514 133 647 3 517 130 647

8.3% 11.0% 8.9% 11.6% 8.3% 8.3% 11.9% 8.9% 8.3% 8.3% 11.9% 8.9% 13.6% 8.3% 11.9% 8.9%

10 0.0% 0 0 0.0% 0 0 0.0% 0 0 0.0%
北陸 292 0 292 -10 0 282 0 282 0 282 0 282 0 282 0 282

5.2% 0.0% 4.0% 10.5% 0.0% 4.6% 0.0% 3.9% 0.0% 4.6% 0.0% 3.9% 0.0% 4.6% 0.0% 3.9%

123 33.4% 0 64 24.9% 0 64 24.9% 5 69 24.4%
近畿 679 340 1,019 -13 0 756 250 1,006 0 756 250 1,006 5 761 245 1,006

12.0% 19.7% 13.8% 13.7% 0.0% 12.3% 22.2% 13.8% 0.0% 12.3% 22.4% 13.8% 22.7% 12.3% 22.4% 13.8%

86 13.1% 0 20 6.6% 1 21 6.4% 0 21 6.4%
中国 549 83 632 -23 0 569 40 609 1 570 39 609 0 570 39 609

9.7% 4.8% 8.6% 24.2% 0.0% 9.2% 3.5% 8.4% 8.3% 9.2% 3.5% 8.4% 0.0% 9.2% 3.6% 8.4%

50 17.6% 3 24 8.5% 2 26 8.0% 3 29 7.1%
四国 291 62 353 -1 3 322 30 352 2 324 28 352 3 327 25 352

5.1% 3.6% 4.8% 1.1% 25.0% 5.2% 2.7% 4.8% 16.7% 5.3% 2.5% 4.8% 13.6% 5.3% 2.3% 4.8%

166 20.4% 0 49 9.5% 1 50 9.0% 3 53 8.4%
九州 931 238 1,169 3 3 1,061 111 1,172 5 1,066 106 1,172 7 1,073 99 1,172

16.5% 13.8% 15.8% -3.2% 25.0% 17.2% 9.8% 16.1% 41.7% 17.3% 9.5% 16.1% 31.8% 17.3% 9.1% 16.1%

1 0.5% 0 0 0.5% 0 0 0.5% 0 0 0.5%
沖縄 181 1 182 9 0 190 1 191 0 190 1 191 0 190 1 191

3.2% 0.1% 2.5% -9.5% 0.0% 3.1% 0.1% 2.6% 0.0% 3.1% 0.1% 2.6% 0.0% 3.1% 0.1% 2.6%

915 23.4% ＜減少率= -1.3%＞ 5 345 15.5% 8 353 15.3% 15 368 15.0%
全国　計 5,651 1,729 7,380 -95 12 6,158 1,127 7,285 12 6,170 1,115 7,285 22 6,192 1,093 7,285

▲ 12 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

＊　斜体の数字 は自由化団地の内、シェア５０％超（特別な事後監視）の団地数 　　　（注）旧簡易ガス団地が廃止された数及び指定団地・自由化団地の内訳は把握していない。

＊＊下段のパーセンテージは全国計に占める割合 ＊＊＊2020年6月1日以降の自由化団地欄における斜体の青数字 は「特別な事後監視」団地の推定数です。 【出典：生産動態統計 ほか】

解除
自由化
団地

団地 計 解除見込み
自由化
団地

団地 計解除予定
自由化
団地

団地 計

2020年9月1日見込
（2020年4月生産動態統計BASE）

2020年12月1日見込
（2020年4月生産動態統計BASE）

自由化
団地

団地 計
供給地点群

数
の増減

2020年6月1日見込
（2020年4月生産動態統計BASE）

2017年3月31日

2020年7月8日

 ▲は、生産動態統計で旧簡易ガスに区分された旧一般ガスの供給区域。 （一社）日本コミュニティーガス協会

経過措置指定団地の2020年6月解除並びに9月及び12月解除見込み
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令和２年６月２日 

電力・ガス取引監視等委員会 

 

ガスの特別な事後監視について（令和元年度第３四半期） 

 

（趣旨） 

ガスシステム改革小委員会において、経過措置料金規制が課されない、又は経過

措置料金規制が解除されたガス小売事業者のうち、旧供給区域等における都市ガス

及び簡易ガスの利用率が５０％を超える事業者については、「特別な事後監視」とし

て、ガス小売料金の合理的でない値上げが行われないよう、当該旧供給区域等の料

金水準（標準家庭における１か月のガス使用量を前提としたガス料金）を、３年間監

視することとされています。 

令和元年１０月から１２月までを対象期間とした「特別な事後監視」の結果について

公表します。 

 

１．調査の概要 

(1) 対象事業者・供給区域等 

 旧一般ガス事業者：２４事業者３１供給区域 

 旧簡易ガス事業者：３７２事業者１，２０２供給地点群 

 

(2) 事業者からの報告事項 

対象となる事業者から令和元年１０月から１２月までの期間（以下「対象期間」と

いう。）の以下の情報を収集した。 

 標準家庭における１か月のガス使用量及び当該ガス使用量を前提として算定

したガス料金（月次）（以下「標準料金」という。） 

 原料費調整額（月次） 

 家庭用におけるガス販売量及び販売額（月次） 

 

(3) 調査方法 

 対象期間における標準料金の前月との比較や、ガス販売量及び販売額に基

づく各月販売単価の前年同月との比較について調査を行い、検証・確認を行

った。 
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２．調査結果 

 

（１）調査の結果、値上げを行った事業者が２社確認された（消費税率改定分の値上

げのみを行った者を除く）。 

 

（２）これら２社の値上げの内容について検証・確認を行ったところ、２社のうち１社に

ついては、赤字が発生している状況を踏まえた値上げであったものの、赤字幅を

大幅に超える改定であったと認められたことから、当該値上げは「合理的でない

値上げ」に該当すると判断した。 

このため、当該事業者に対して、単年度において赤字が発生しない程度に収

支が改善する水準のものとなるよう料金を改定するよう文書による指導を行った。 

 

（３）２社のうちもう１社の値上げについては、「合理的でない値上げ」とは認められな

かった。 

 

以 上   
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